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個別注記表 
 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 
 

１．資産の評価基準および評価方法 

  棚卸資産の評価基準および評価方法 

   未成工事支出金、仕掛販売用不動産              ：個別法による原価法 ：個別法による原価法 

貯蔵品                         ：最終仕入原価法  

  

２．固定資産の減価償却方法  

 (１) 有形固定資産(リース資産を除く)                                 ：定率法  

    ただし、1998 年４月１日以降に取得した建物（附属設備は除く）、2016 年 4 月 1 日以降に取得し

た建物付属設備、構築物、太陽光発電設備及び風力発電設備については定額法 

 

 (２) 無形固定資産(リース資産を除く)             ：定額法 

 

 (３) リース資産 

        所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産  ：リース期間定額法 

３．引当金の計上基準  

 (１) 役員賞与引当金 

  役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に負担すべき額を計上しております。 

 

  (２) 賞与引当金 

    従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に負担すべき額を計上しております。 

 

 (３) 工事損失引当金 

 受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における手持工事のうち損失の発生

が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積ることができる工事について、損失見込額を計上して

おります。 

 

４．収益及び費用の計上基準  

商品及び製品の販売  

太陽光・風力発電事業において販売取引を行っております。これらの販売については、主とし 

て顧客に商品及び製品それぞれを引き渡した時点で、顧客に商品及び製品の法的所有権、物理的占

有、商品及び製品の所有に伴うリスク及び経済価値が移転し、支払を受ける権利が確定するため、そ

の時点で収益を認識しております。ただし、当該国内の販売については、出荷時点で収益を認識して

おります。 

取引の対価は、履行義務を充足してから主として１年以内に受領しており、重大な金融要素は含んで

おりません。 

 

工事契約  

 太陽光・風力発電事業にて工事取引を行っております。これらの工事契約については、主として、

履行義務の進捗度を見積り、当該進捗度に基づき一定の期間にわたり収益を認識しております。進捗

度の測定は、各報告期間の期末日までに発生した工事原価が、予想される工事原価の合計に占める割

合に基づいて行っておりますが、進捗度を合理的に測定できないため原価回収基準を適用しておりま

す。また、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がご

く短い工事契約については代替的な取扱いを適用し、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履

行義務を充足した時点で収益を認識しております。 

取引の対価は、主として、履行義務の充足とは別に契約期間中に段階的に受領するとともに、残額

については履行義務を全て充足したのち概ね 1 年以内に受領しており、重大な金融要素は含んでおり

ません。 
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会計方針の変更 
 

 １．収益認識に関する会計基準等の適用 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29号 2020年３月 31日。以下「収益認識会計

基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移

転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することと

しております。これによる主な変更点として、従来は工事取引については工事完成基準を適用し

ておりましたが、当連結会計年度の期首より、履行義務を充足するにつれて一定の期間にわたり

収益を認識する方法を適用しておりますが、進捗率を合理的に測定できないため原価回収基準を

適用しております。また、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる

時点までの期間がごく短い場合には、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充

足した時点で収益を認識する方法を適用しております。 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第 84 項ただし書きに定める経過的な

取扱いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影

響額を、当事業年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用して

おります。また、収益認識会計基準第 86 項また書き(1)に定める方法を適用し、当事業年度の期

首より前までに行われた契約変更について、全ての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、

会計処理を行い、その累積的影響額を当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減しております。 

この結果、当事業年度の売上高は１億１百万円減少し、売上原価は１億１百万円減少しており

ますが、利益及び利益剰余金に影響はありません。 

収益認識会計基準等を適用したため、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」に表示

していた「完成工事未収入金」は、当事業年度より「完成工事未収入金及び契約資産」に含めて

表示することとしました。また、「流動負債」に表示していた「未成工事受入金」及び「前受

金」は、「契約負債」として表示することといたしました。 

 

２．時価の算定に関する会計基準等の適用 

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第 30 号 2019 年７月４日。以下「時価算定会

計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第 19 項及び「金融商品

に関する会計基準」（企業会計基準第 10 号 2019 年７月４日）第 44－２項に定める経過的な取扱

いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとし

ております。なお、計算書類に与える影響はありません。 

 

 

当期純損益 
１．当期純損失は 108,314 千円であります。 

 

 

２．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。  
 


